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原　著

1．緒言
　食塩の過剰摂取と高血圧との関連は多くの疫学研
究や臨床研究，実験的研究により明らかにされてき
た．また，食塩の過剰摂取は高血圧のみならず，脳
卒中，循環器疾患，腎障害，胃がんなど様々な疾患
の危険因子の一つとして認められおり，その対策の
一環として，減塩活動が行われてきている．減塩は
生活習慣病対策のために世界全体で優先される取り
組みとして2番目に位置し，日本でも健康づくりに
おける減塩の位置づけは同様である1-3）．
　厚生労働省の令和元年国民健康・栄養調査報告で
は，食塩摂取状況は男性が10.9g/日，女性が9.3g/
日と過去10年間で男女とも減少し，20歳以上の収縮
期（最高）血圧は，男性が132mmHg，女性が127.6 
mmHg と過去10年間で男女とも有意に減少してい
る．また，若い世代（20歳代から30歳代）は男性

10.5g/日，女性8.4g/日であり，若い世代が最も食
塩摂取量が少ないと報告されている4）．しかし，「健
康日本21（第二次）」の食塩摂取量の目標値は8g/
日であるが，満たしていない5）．INTERSALT研究
では20歳から59歳の集団の食塩摂取量の多い集団で
は年齢とともに収縮期血圧が上昇する度合いが大き
く，一方，食塩摂取量を1日6gに減少すると30年後
の収縮期血圧の上昇が9mmHg 抑制されると推定し
ており，若い世代からの減塩の必要性を言及してい
る6）．したがって，高血圧などの生活習慣病の予防
や健康寿命延伸のためには，減塩教育の普及とこれ
を若い世代で実践する必要がある．しかしながら，
若い世代を対象とした減塩教育，およびその効果を
評価した報告は少ない．
　そこで，本研究では働く若い世代である公益社団
法人K青年会議所の会員に対して，随時尿採取によ
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要　　　約

　食塩の過剰摂取は様々な疾患の危険因子の一つとして認められおり，その対策の一環として，減塩
活動が行われてきている．成人前期（若い世代）は，過剰な食塩摂取が将来的には高血圧の発症と関
連することから，塩分摂取量を減らすための栄養教育（減塩教育）を提供する必要がある．しかしな
がら，若い世代の減塩教育の効果を評価した報告は少ない．本研究では働く若い世代に対して，随時
尿採取による推定食塩摂取量の測定と塩分チェックシートを用いた食塩摂取頻度調査を2回実施し，
実態を把握した．また，減塩に関する情報をリーフレットにまとめて，第1回調査から第2回調査の4ヶ
月間に毎月1回提供し，食塩摂取量への影響を明らかにした．推定食塩摂取量の改善がみられた者は
17名中8名，改善がみられなかった者は17名中9名であった．本研究結果より，K青年会議所の会員20
歳代から30歳代の推定食塩摂取量は，4ヶ月間のリーフレット配付による減塩教育が食生活改善の動
機付けとなり，47.1％が改善された．しかしながら，食塩摂取頻度調査では，改善がみられなかった．
塩分チェックシートによる評価と随時尿や尿中Na/K比による推定食塩摂取量を測定することによっ
て「食塩摂取量の推定値」を掲示し，「どの食品群の摂取あるいは食行動が食塩の過剰摂取に関連し
ているか」を具体的に示すことができ，対象者に応じた具体的な減塩教育が実践可能であることが明
らかとなった．
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る推定食塩摂取量の測定と塩分チェックシートを用
いた食塩摂取頻度調査を2019年4月（第1回調査）と
同年9月（第2回調査）の2回実施し，実態を把握した．
また，減塩に関する情報を第1回調査から第2回調査
の4ヶ月間に毎月1回提供し，食塩摂取量への影響を
明らかにした．

２．方法
２．１　対象
　同意を得られた公益社団法人K青年会議所に所属
する会員43名を調査対象とし，2019年4月から9月に
調査を行った．
２．２　調査方法
　K青年会議所の会員に対して，第1回調査と第2回
調査に随時尿採取による推定食塩摂取量の測定と塩
分チェックシートを用いた食塩摂取頻度調査を行っ
た．また，減塩に関する情報を第1回調査から第2回
調査の4ヶ月間に毎月1回ずつ郵送にて提供した．推
定食塩摂取量が第1回調査と比較して第2回調査で低
下がみられた者を改善群，低下がみられなかった者
を非改善群として，推定食塩摂取量の改善の有無を
決定した．
２．２．１　推定食塩摂取量の調査
　採尿時間は18時から21時の夕食前とした．随時尿
の採取では，紙コップに約50mL採尿させた．採取
した随時尿は，2本の50mLチューブに移し，1本は
株式会社 SRLにナトリウム（Na：電極法），カリウ
ム（K：電極法），クレアチニン（Cr：酵素法）濃
度の測定を依頼し，1日推定食塩摂取量および尿中
Na/K比（計算）を算出した．採取した随時尿は，
提出まで－18℃の冷凍庫に保管した．採尿後，身長
と体重測定を行った．同時に，もう1本のチューブ
の随時尿を用いてナトカリ計HEU-001F（オムロン
社）による尿中 Na/K比（ナトカリ計）の測定を実
施した．1日推定食塩摂取量の算出はTanaka式より
求めた7）．推定式は以下の通りである．
・24時間尿 Cr 排泄量予測値（mg/日）
　 ＝体重（kg）×14.89＋身長（cm）×16.14－年齢
×2.043－2244.45

・24時間尿Na排出量（mEq/日）
　 ＝21.98×〔随時尿Na（mEq/L）÷随時尿Cr（mg/
dL）÷10×24時間尿 Cr 排泄量予測値〕0.392

・ 1日推定食塩摂取量（g/日）=24時間尿Na排出量
（mEq/日）÷17

２．２．２　食塩摂取頻度の調査
　食塩摂取頻度調査では土橋らによる塩分チェック
シートを用いた8）．塩分チェックシートの内容を図
1に示した．食品を食べる頻度および食習慣につい

て，計13項目について問い，項目毎に最大3点また
は2点，合計35点満点で評価した．得点の高い方が，
食塩摂取量が多いと判定される．
２．２．３　減塩教育
　減塩教育の内容は，第1回調査の塩分チェックシー
トの結果をもとに平均点が高い項目を挙げ，減塩に
関するリーフレット『減塩だより』を作成した．『減
塩だより』の教育内容を表1に示した．簡便に読め
るようにリーフレットは2枚とし，第1回調査から第
2回調査の4ヶ月間に毎月1回ずつ配付した． 
２．２．４　減塩教育後のアンケート
　全4回の減塩教育終了後，自記式アンケートを実
施した．アンケート項目は，「減塩に取り組むよう
になりましたか」，「家族で減塩について話すことは
増えましたか」，「野菜・果物を食べる回数は増えま
したか」，「食品を購入する際に商品の裏面に記載さ
れている栄養成分表示を確認していますか」の4項
目について「はい」または「いいえ」で回答を求めた．
２．３　倫理的配慮
　本研究は，川崎医療福祉大学倫理委員会（承認番
号18-113）の承認を得て行った．本研究の参加者に
研究の趣旨を文書および口頭による十分な説明を行
い，参加者の自由意思による同意を文書で得た．
２．４　分析方法
　データは平均±標準偏差値で示した．有意差検定
は JMP（SAS Institute Japan 株式会社）を用いた．
Shapiro-Wilk検定によりデータの正規性を確認後，
データの正規性が確認できた項目はStudent`s t-test
（対応あり），データの正規性が確認できなった項
目はWilcoxonの符号付順位和検定を用いた．なお，
有意水準は5％未満とした．

３．結果
　同意を得られた43名のうち，随時尿採取による推
定食塩摂取量測定と塩分チェックシートを用いた食
塩摂取頻度調査を実施し，塩分チェックシートのす
べての項目に回答があり第1回調査と第2回調査どち
らも随時尿を採取できた20歳代から30歳代の者17
名（有効回答率39.5％）を対象とした（平均年齢：
36.1±2.3歳，男性15名，女性2名）．第1回調査時の
対象者の身体的特徴は，身長は170.0±5.3cm，体重
は70.7±12.6kg，BMIは24.4±4.0kg/m²であった．
３．１　推定食塩摂取量の調査結果
　第2回調査で第1回調査と比較して推定食塩摂取量
の改善がみられた者（以下改善群と示す）は17名中
8名（47.1％），改善がみられなかった者（以下非改
善群と示す）は17名中9名（52.9％）であった．改
善群と非改善群の推定食塩摂取量，尿中Na濃度，



165若い世代に対する減塩教育による推定食塩摂取量への影響

図１　塩分チェックシート

表１　減塩に関するリーフレット『減塩だより』での教育内容
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尿中K濃度，尿中Cr濃度，24時間尿Cr排泄量予測値
および尿中Na/K比を表2に示した．
　改善群の第2回調査の尿中 Na/K比（計算）は第1
回調査と比較して，低下傾向を示した（p＝0.0518）．
尿中Na/K比（計算）と尿中Na/K比（ナトカリ計）
は有意な正相関が認められた（n=17，r=0.9863，p
＜0.001）．さらに，推定食塩摂取量と尿中 Na/K 比
（計算）は，有意な正相関が認められ，推定食塩摂
取量が多い者は尿中 Na/K比（計算）が高値であっ
た（n=17，r=0.6898，p ＜0.01）．
３．２　食塩摂取頻度調査結果
　改善群と非改善群の塩分チェックシートを用いた
食塩摂取頻度調査の項目別得点を表3に示した．塩
分チェックシートの項目別得点および合計点は，改
善群と非改善群ともに第1回調査と第2回調査との間
に差異はみられなかった．
３．３　減塩教育後のアンケート結果
　減塩教育後のアンケートでは「減塩に取り組むよ
うになりましたか」という問いに対して「はい」と
回答した人が改善群では8名中5名（62.5％），非改
善群では9名中4名（44.4％）であった．「家族で減
塩について話すことは増えましたか」という問いに
対して「はい」と回答した人が改善群では8名中5名

（62.5％），非改善群では9名中3名（33.3％）であった．
「野菜・果物を食べる回数は増えましたか」という
問いに対して「はい」と回答した人が改善群では8
名中2名（25.0％），非改善群では9名中5名（55.6％）
であった．「食品を購入する際に商品の裏面に記載
されている栄養成分表示を確認していますか」とい
う問いに対して「はい」と回答した人が改善群では
8名中3名（37.5％），非改善群では9名中3名（33.3％）
であった．

４．考察
　食塩の過剰摂取は腎，高血圧疾患など様々な疾患
の重大な危険因子の一つとして認められており，生

活習慣病の予防や健康寿命延伸のために若い世代か
らの減塩教育が重要である．
　本研究では働く若い世代に対して，食塩摂取量の
評価を実施し，実態を把握した．まず個人の食塩摂
取量を知るために，簡便に使用できる食事調査法と
して塩分チェックシートを用いた食塩摂取頻度調査
により評価した．しかしながら，この評価法は，食
塩摂取量を推定する目的では信頼度が低いため，尿
中 Na 濃度の測定と合わせて評価し，減塩教育につ
ながる具体的な項目を検出する目的で使用すること
が望ましいとされている9）．
　そこで食塩摂取量を把握するにあたり，随時尿を
用いて尿中Na濃度を測定し，1日推定食塩摂取量の
推定を行った．一般的に，随時尿中Na濃度には日
内変動があり，1日食塩摂取量を正確に把握するに
は，24時間蓄尿を用いることが望ましいとされて
いる．しかし，Tanakaらは随時尿中のCrあたりの
Na排泄量は，24時間蓄尿中のCrあたりのNa排泄量
と相関があり，24時間畜尿から求めた1日食塩摂取
量と随時尿をCr補正して求めた1日推定食塩摂取量
の検討では良好な相関を認めたと報告している7）．
さらに，24時間蓄尿は若い世代の勤労社会人である
対象者にとって負担が大きく実施が難しいことか
ら，本研究では，簡便で実施しやすい随時尿を用い
て算出することとした．これを実施するにあたり，
24時間尿中Na/Cr比と随時尿中Na/Cr比は夜間尿
（18時～0時）において最も相関が認められたと報
告があるため，採尿時刻を18時～21時の夕食前とし
た10）．随時尿から算出した対象者の推定食塩摂取量
は10.2±2.0g/日であり，健康日本21（第二次）の目
標とする8g/日未満の者は，第1回調査は17名中3名
（17.6％）と少数であり継続的な減塩教育の必要が
あると考えられた．そこで，減塩に関する情報を第
1回調査から第2回調査までの4ヶ月間に毎月1回提供
し，食塩摂取量への影響を検討した．第1回調査で
の塩分チェックシートにおける食塩摂取頻度調査で

表２　随時尿による推定食塩摂取量，尿中 Na，K，Cr，24時間尿中 Cr 排泄量予測値，尿中 Na/K
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は，昼食や夕食での中食・外食の利用頻度が高く，
働く若い世代はそれらから食塩を摂取する頻度が高
いことが明らかになったため，今回の減塩教育では
中食・外食を利用する際の好ましい内容や正しい選
択についての内容を取り入れた教育とした．
　本研究では，第1回調査から第2回調査の4ヶ月間
毎月1回ずつ減塩に関する情報を配付することで，
17名中8名（47.1％）の推定食塩摂取量を改善する
ことが確認できた．塩分チェックシートにおける，
食塩摂取頻度の評価では，改善群において麺類や汁
の摂取頻度を減らすという行動変容につながってい
た．Asakuraらは，日本人の食塩（ナトリウム）の
摂取源を包括的に検討し，総ナトリウム摂取量に対
し寄与率の高い食品群が性別・世代間で異なり，特
に男性では若いほど麺類からのナトリウム摂取割合
が高いことを報告している11）．したがって，この報
告や本研究の対象者の特徴を踏まえて，寄与率の高
い食品群を減塩の対象とすることがより有効な対策
になる可能性が示唆された．また，本研究結果より，
改善群において中食・外食の利用などの習慣化し
たものの利用頻度を減らすことにはつながらなかっ
た．これは，減塩教育では中食・外食の利用頻度を
減らすのではなく，中食・外食を利用する際の好ま
しい内容や正しい選択についての指導を行ったため
であると考えられる．このように塩分チェックシー

トは外食やコンビニ，惣菜での利用の仕方について
の細かい選択項目がないため，塩分チェックシート
の得点が同じであっても食塩摂取量の摂り方に個人
差があると考えられる．
　一方，非改善群である17名中9名（52.9％）は推
定食塩摂取量を改善することはできず，食塩摂取頻
度の評価においても変化がなかった．しかしながら，
非改善群における減塩教育後のアンケートでは「減
塩に取り組むようになりましたか」という意識変容
に対する項目では「はい」が約半数で比較的改善傾
向がみられた．北村らの研究によると，集団栄養教
育では，食習慣に対する意識を改善することが出来
るが，食生活の改善には至らず，過不足のあった食
品について個別に指導を行うなど，より強力なアプ
ローチが必要であることを報告している12）．食生活
の改善を目指すには集団栄養教育の限界が感じられ
るが，リーフレットの「短時間で読むことができ，
理解しやすい」という特徴を生かし，リーフレット
による教育効果を少しでも上げるために，対象者が
興味を持てる内容作りや問題行動に気づき行動変容
へと促せるような表現方法を研究することを，今後
の課題として取り組む必要がある．また，環らは推
定食塩摂取量とBMI，腹囲，メタボリックシンドロー
ムが有意に関連していたと報告している13）．本研究
結果では，第1回調査時の推定食塩摂取量とBMIに

表３　塩分チェックシートの項目別得点
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相関関係はなかった（データなし）．しかしながら，
第1回調査測定時の対象者の BMI（kg/m²）の平均
値は24.4であり，肥満1度（25.0≦BMI＜30.0）は17
名中7名，肥満2度（30.0≦ BMI<35.0）は17名中1名
であり，対象者の約半数が肥満者であった．したがっ
て，減塩を心掛けていても食事摂取量が多ければ食
塩摂取量も増える可能性があるため，食塩摂取量だ
けでなく，食事摂取量を把握する必要がある．よっ
て，減塩教育を実施する際には，食事の適正量や適
性体重の維持についても盛り込むべきであると考え
られる． 
　随時尿による評価は，同尿のCr量も測定する必
要があるため，その測定日に食塩摂取量は推定でき
ず栄養指導において実用的ではない．そこで，本研
究では，より簡便な方法としてナトカリ計を用いた
随時尿中Na/K比からの食塩摂取量の評価を実施し
てその妥当性について検討した．KはNaの排泄を
促すことから，食事からのカリウム摂取は高血圧，
循環器疾患の予防に重要視されている．世界的な
疫学研究であるINTERSALT研究では24時間尿中
Na/K比と血圧は正相関があることが報告されてい
る14）．摂取したナトリウムとカリウムはその多くが
尿中に排泄されるため，尿中Na/K比は食事からの
ナトリウム（食塩）とカリウムの摂取状況を把握す
る指標となる．24時間蓄尿を用いた尿中 Na/K比の
日本人の平均値は4mmol比前後と言われている15）．
Iwahoriらは尿中 Na/K比の目標として，世界保健
機関（WHO）がガイドラインで推奨している食事
からのナトリウムとカリウム摂取量の目標量や，
INTERSALT研究の知見から尿中Na/K比は1mmol
比未満が望ましいとしている．さらに，高血圧や
循環器疾患のリスク低下を目標として尿中Na/K比
は2mmol比未満を目指すことを提唱している16）．随
時尿中Na/K比は筋肉量や，食事内容などにより日
内変動があり，1回の測定では採尿条件によって過

少または過大評価につながることが指摘されてお
り，基準値や目標値は定まっていない．しかし，不
連続の4～7日のランダムな随時尿中 Na/K比の平均
値は24時間蓄尿 Na/K比と高い相関が報告されてい
る17）．本研究において，随時尿から求めた推定食塩
摂取量と尿中Na/K比（計算）は正相関が認められ，
推定食塩摂取量が多い者は尿中 Na/K比が高値で
あった．さらに，尿中 Na/K比（計算）とナトカリ
計を用いて測定した尿中 Na/K比（ナトカリ計）に
おいても正相関が認められた．したがって，これら
の24時間蓄尿中Na/K比の平均や基準値と比較する
と対象の随時尿中Na/K比（計算）は高値であった
が，ナトカリ計は正確性が高く，随時尿による食塩
摂取量の評価と同様の信頼度があると考えられる．
ナトカリ計を用いて測定した尿中Na/K比は，随時
尿採取による推定食塩摂取量の評価などよりも測定
が簡易で，結果を即時に知ることができるため，外
来受診等での食事指導の際で活用も期待できる．ま
た，血圧の測定に加え尿中Na/K比の変化は，実際
の食行動との関連性について振り返りやすい評価指
標として活用できる可能性がある．ナトカリ計を用
いた食事指導は，減塩行動をサポートする新しい手
法として，今後期待されることが示唆された．
　以上，本研究結果より，K青年会議所の会員20歳
代から30歳代の推定食塩摂取量は，4ヶ月間のリー
フレット配付による減塩教育が食生活改善の動機付
けとなり，47.1％が改善された．塩分チェックシー
トを用いた食塩摂取頻度調査と随時尿による推定食
塩摂取量ナトカリ計を用いた尿中 Na/K比を測定す
ることによって「食塩摂取量の推定値」を掲示し「ど
の食品群の摂取あるいは食行動が食塩の過剰摂取に
関連しているか」を具体的に示すことが可能となり，
対象者に応じた具体的な減塩教育が実践可能である
ことが明らかとなった．
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Abstract

　In the young adulthood, excessive salt intake is associated with the development of hypertension in the future, 
so it is necessary to provide nutrition education on reducing salt intake (a low salt diet education). However, there 
are few reports evaluating the effects of a low salt diet education on persons in young adulthood. In this study, we 
conducted two measurements of estimated salt intake by random urinalysis and a salt intake frequency survey 
using a salt check sheet for the young participants to understand the existing situation. In addition, information 
on a low salt diet was provided once a month for four months from the first survey to the second survey, and the 
effect of salt intake was clarified. Eight of 17 patients showed improvement in estimated salt intake, and 9 patients 
did not. From the results, the estimated salt intake of the young participants improved by 47.1% because the salt 
reduction education motivated them to improve their eating habits. However, the salt intake frequency survey did 
not improve. By measuring the estimated salt intake and conducting a salt intake frequency survey, “estimated salt 
intake” is posted, and “which food group intake or eating behavior is related to salt overdose” is specified. It was 
clarified that specific low salt guidance according to the subject can be practiced.
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